
従業員の喫煙による健康被害やタバコを吸

うための時間などの損失を金額に換算すると、

たとえば右のような結果となります。これは一

例なので、どの事業所でもこれだけの損失が

でるわけではありませが、喫煙による病気での

欠勤や、タバコを吸うために作業が中断する

事は確実に労働の損失につながります。 

 

このような状況は経営者にとって好ましい事

ではありません。だから、最近は会社経営にお

いて従業員の健康管理を重視する企業が増えてきました。じつは、そんな企業を経済産業省が認定

する「健康経営優良法人認定制度」という制度があるのです。健康経営優良法人とは、地域の健康課

題に即した取組や、日本健康会議が進める健康増進の取組をもとに、特に優良な健康経営を実践し

ている大企業や中小企業等の法人を顕彰する制度で、認定企業は社会的な信用が大きくなると思わ

れます。２０１７年２月の第１回公表では「大規模法人部門」２３５法人「中小規模法人部門」９５法人が

認定されています。 

その認定に必要な評価項目には、定期健診受診率１００％、食生活の改善、長時間労働者への対

応など約２０項目があり、「受動喫煙対策に関する取り組み」がなされている事も含まれています。 

 

その流れに乗って、下図のように「喫煙室の廃止」や「禁煙外来受診への補助」などを行っている企

業も多くあります。YAHOO!JAPAN を運営するヤフー㈱では、従業員の健康増進のために２０２０年度

中に全国にある拠点の喫煙室を全て無くす事を目指しているそうです。 

従業員の健康を大切にする企業って、信用できると思いませんか。そして、それは「会社にタバコは

必要ない」という姿勢につながっていると思いませんか。 
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東京新聞「ＴＯＫＹＯ ＷＥＢ」サイトから 

ヤフー株式会社「従業員の健康」サイトから 

すぐ禁煙.jp「職場の喫煙対策」サイトから 


